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個別財務諸表における包括利益の表示の必要性


























































































ン共著の『会社会計基準序説』（Paton, W. A. and A. C. Littleton. 1940. An in-




1936. A tentative statement of accounting principles underlying corporate financial
statements .4）の中で提示されている会計処理に対して，理論的な基盤を提供す
ることであった（『序説』序文）。つまり，会計処理（基準）を理論づけるため
3 Paton, W. A. and A. C. Littleton. 1940. An introduction to corporate accounting stan-




た（American Accounting Association（AAA）. 1936. A tentative statement of account-



























5 Yuji. Ijiri. 1980. An introduction to corporate accounting standards: A review. The Ac-

































































































































































































































































































































































































































14 http://www.takeda.co.jp/investor-information/profit/（2015年 2月 14日アクセス）．













































































































一法規株式会社．第 25巻第 3号．118頁．International Accounting Standards Board

























20 村田英治．2013．同上論文．118頁．International Accounting Standards Board（IASB）.
2010. Ibid. par. 10−12.
21 繰延ヘッジ損益については，目的上，ヘッジ対象に係る損益が認識されるまでヘッ
ジ手段に係る損益は認識できないという意味で未実現利益といえる。なお，為替換算
調整勘定は連結財務諸表固有の項目であるが，単なる換算差額であり，未実現利益と
は捉えられない。
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意義づけることができると考える。包括利益は，資産と負債のストックに関す
る情報を求めた結果として現れるものではないであろうか。つまり，個々の資
産や負債を再評価した結果として，評価差額が生じ，最終的にこれらをまとめ
るために包括利益が算出されるものと考える。そこでは，包括利益ではなく，
貸借対照表による企業価値の評価における過程に情報価値があるといえる。
その他の有価証券の評価差額等は，株主資本に対するバッファー（緩衝帯）
であり，期末時点におけるストック力の評価である。そして，それらの評価差
額は，翌期首には戻し入れられるまさに一時のものである。つまり，ストック
の評価それ自体に情報価値があると考える。
もちろん，未実現利益であるこれらの評価差額の変動を含んだ包括利益は，
利害調整においては分配適状になく，これを報告する積極的な必要はないであ
ろう。ただし，実際の企業の株主還元方針のケース分析で確認したように，自
己資本総還元率においては，一部ではあるがその他の包括利益累計額は利用さ
れていた。つまり，利害調整の局面において，包括利益それ自体は利用されな
いが，ストックの評価差額は意味があるものといえる。
「個別財務諸表における包括利益の表示は必要であるのか」
その答えは，個別財務諸表に何を求めるのかで異なってくるであろう。
もし個別財務諸表に会計の利害調整とそのための情報提供だけを求めるので
あれば，包括利益の表示は必要ないと考える。つまり，個別ベースでは，現在
のままで新たに包括利益計算書を導入しなくてもよい。なお，利害調整の局面
で評価差額等が自己資本に関連して利用されていたが，現在の個別財務諸表に
おいても評価・換算差額は計上されている。したがって，「連単分離」の状
況，すなわち個別財務諸表で包括利益の表示を行わなかったとしても，連結
ベースまたは個別ベースでの利害調整において問題はないと思われる。
なお，損益計算書と貸借対照表の連携におけるクリーン・サープラス関係と
個別財務諸表と連結財務諸表における「個別財務諸表準拠性の原則」の維持を
求めるのであれば，個別財務諸表に包括利益を導入するべきであろう。ただ
52 会計学研究第４１号
し，それは会計の利害調整から正当化されるものではない。
「包括利益会計基準」は，「包括利益の表示に関する会計基準」であり，計算
の会計基準ではない。したがって，個別財務諸表において，投資意思決定にお
ける包括利益の情報価値があるかどうかで判断されるべきである。この点につ
いては，様々な実証研究や企業のケース分析をさらに確認していく必要があ
る。
しかしながら，会計は，単に「情報」を出すことを目的としているのではな
く，やはり，意味のある利益を計算することを目的としていると考える。
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